

























　 2 　DoLS の適用をめぐる問題
おわりに　「法の間隙」は解消されたか

















裁判所は、HL が欧州人権条約 5 条の規定する自由剝奪を受けたとして、①
本件収容が「法律にしたがって」なされなかったことを理由に、欧州人権条
約 5 条 1 項違反を認め、さらに② HL には自己の自由剝奪の適法性を裁判所
に迅速に判断するよう求めうる法的手段が保障されていなかったとして、欧





























能力法規則 A1 （Schedule A1 Hospital and care home residents: deprivation 
of liberty, 同規則部分は、2009年 4 月 1 日施行）に規定される自由剝奪のた
めの手続きにしたがって認許（authorisation）が下された場合、（ 2 ）2005
年精神能力法16条 2 項 a 号の規定に基づき、保護裁判所が自由剝奪を認め
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善の利益要件、⑤適格性要件（eligible requirements）、⑥非拒否要件（no 









































































3 項および 4 項を参照せよ。
ケース C Ｐは、在宅治療の制度に服している。 3 項および 4 項を参照せよ。
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は、法律の定めた手続きに基づく場合による以外に自由剝奪を認めない欧州
人権条約 5 条 1 項を、一般認許が継続している場合に保障される手続きは、
被抑留者が裁判所に対して自身の受けた抑留の合法性を迅速に決定し抑留が
合法的でない場合には釈放を命ずることができるように手続をとる権利を保
障する同条約 5 条 4 項を、遵守するために規定されたものである。
　しかし、DoLS は、Ｐが当該制度の適用を受ける資格要件を欠く場合や、
Ｐに対する自由剝奪が病院またはケアホーム以外































































　①欧州人権条約 5 条 1 項上の要件
　（ⅰ）自由剝奪の合法性の基準および要件
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て、本条項から、自由剝奪を行うためには適切な法的保護及び「公正かつ適
正な ‘fair and proper’ 手続」 を整備することが要求されると解されている
（68）
。
　②欧州人権条約 5 条 4 項上の要件
　欧州人権裁判所は、抑留の適法性は、（ⅰ）国内法、（ⅱ）欧州人権条約


























































実務上、一般的に 4 ～ 6 週間に一回開かれているが、実効性を確保するため
に、地方当局は可能な限り早く再審査の場を設けるべきであるとされる。
　（ⅱ）最終審理終結後
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　以下では、2014年3月、2005年精神能力法特別委員会（Select Committee 















































た P and Q v Surrey County Council 事件（通称 MIG ＆ MEG 事件
（80）
）と P 












齢は 4 、 5 歳程度）であり、MIG よりもコミュニケーション能力は高く、
また情緒的な理解力はかなり高いとされる。その一方で、自閉的特性を有
し、問題行動がみられるため里親の下を離れ、現在は少人数制の居住型施設
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　MIG ＆ MEG 事件の控訴院において、Wilson 裁判官は、姉妹が以前に、
実の家族の下で暮らしていた場合の生活と比較して










4 4 4 4 4 4 4
害者が通常おかれると予想される状態と比較する






　最高裁は、Ｐ事件については、全員一致で、MIG ＆ MEG 事件について
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とっても自由の剝奪となるに違いない























































































































































（本稿Ⅰ 2 （ 1 ）適格性要件の項を参照）、そのために問題が生じている。




















精神障害の兆候の 1 つであるとして、この種の困難事例においては、「but 
for」アプローチを用いるべきであると主張した。このアプローチは、Ｐの
自由剝奪が必要とされる理由に焦点をあてる。問われるべき問題は、どの一



























た欧州人権条約 5 条 1 項および 4 項違反を克服するために、どのような制度
を導入したのかを見てきた。判断能力を欠く者の自由剝奪のためのセーフガ
ードとして、2005年精神能力法に二つの手続きが導入された。まず一つは、
規則 A1に規定された DoLS である。DoLS は、病院またはケアホームにお














































































































（ 2 ）HL v United Kingdom (no. 45508/9; 5 October 2004).
（ 3 ）拙稿 「イギリスの 『自由剝奪セーフガード （DoLS）』 規定の導入 （2007年）に影
響を与えた欧州人権裁判所の法理」 早稲田法学会誌65巻 1 号 （2014年） 303-351頁参
照。






（ 5 ）この問題を広く国内に知らしめた R v Bournewood Mental Health NHS Trust, 
Ex p. L (1997) EWCA Civ 2879; (1998) UKHL 24事件判決（HL 事件判決の国内裁
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判手続）に由来して、しばしば「ボーンウッドギャップ」とよばれる。
（ 6 ）Hansard (HC), vol 425, col 28; Hansard (HL), vol 668, col 51.
（ 7 ）Hansard (HL), vol 668, col 45.
（ 8 ）改正前の法律においては、欧州人権条約 5 条の自由剝奪にあたる行為と単なる
移動の自由の制限（restriction of the person’s liberty of movement）は異なるも
のとされ、2005年精神能力法によって正当化されうるのは後者のみであることが
規定されるにとどまった（Mental Capacity Act 2005, s 6 ⑸ and see also, Expla-
natory Notes Mental Capacity Act 2005, para 43.）。
（ 9 ）2005年精神能力法第4A 条：自由剝奪に関する制約 「⑴この法律は、 何人 （以下、 
本条において「Ｄ」という。）に対しても、他の者（以下、本条において「Ｐ」と
いう。） の自由を剝奪する権限を認めない。⑵ただし、 前項は、 （a） 本条の以下に定







（10）Mental Capacity Act 2005, Sch A1.
（11）管理当局とは、本人が居住している場所が、①病院である場合は、当該病院の
運営について責任を有する NHS をさし、②ケアホームまたは私立病院である場合
は、2000年ケア基準法（Care Standard Act 2000）の第 2 部に基づいて、登録さ
れている者をさす。
（12）イングランドに住所を有する病院に対しては、その地方のプライマリーケアト






い（See the Mental Capacity (Deprivation of Liberty: Standard Authorizations, 
Assessments and Ordinary Residence) Regulations 2008.）
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（13）DoLS のプロセスの概要は、DoLS の実務規程（Department of Health, Mental 
Capacity Act 2005 Deprivation of liberty safeguards, Code of Practice, (2008)）
の付録 1 にチャートの形式で示されている（本稿の末尾に資料 1 として添付した）。
（14）DoLS 申請の際に管理当局が考慮すべき事項とその手順については、資料 2 を
参照（DoLS Code of Practice, Annex 2）。
（15）DoLS Code of Practice, para 3.6.













（22）そのプロセスについては、資料 3 のａ）に示した（Ibid, Annex3.）。
（23）Mental Capacity Act 2005, Sch A1 Part 3.
（24）DoLS Code of Practice, paras 4.23-4.24. 
（25）Ibid, paras 4.33-4.39.
（26）Mental Capacity Act 2005, Sch A1 Part 3, para 14 (2).
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（28）Mental Capacity Act 2005, ss 1-3.
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る
変
更
（
変
更
は
、
す
べ
て
書
面
に
よ
っ
て
な
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
）
を
通
知
す
る
。
監
督
機
関
は
、
申
請
が
な
さ
れ
た
す
べ
て
の
再
審
査
お
よ
び
申
請
の
結
果
、
実
行
さ
れ
た
す
べ
て
の
再
審
査
お
よ
び
そ
の
結
果
な
ら
び
に
再
審
査
に
よ
っ
て
な
さ
れ
た
認
許
に
対
す
る
変
更
を
文
書
に
記
録
し
、
保
管
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
重
大
な
変
化
が
な
い
あ
る
な
い
再
審
査
終
了
